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調　査　結　果　の　概　要

　当調査結果から令和４年度の企業動向をみる
と，売上高については，製造業，非製造業ともに
増収となった。経常利益については，製造業，非
製造業ともに増益となった。また，設備投資につ
いては，製造業，非製造業ともに増加となった。
在庫投資についても，製造業，非製造業ともに増
加となった。
　なお，経常利益，剰余金の配当及び設備投資に
ついては，金融業、保険業及び全産業（金融業、
保険業を含む）の計数も示している。
　（注）ここでいう「全産業」及び「非製造業」
は「金融業、保険業」を除く。また，「全産業」「非
製造業」「金融業、保険業」「全産業（金融業、保
険業を含む）」は，日本郵政グループを含む。

１．収 益 の 状 況

⑴　売上高（第１表）
　全産業の売上高は1,578兆4,396億円で，前年度

（1,447兆8,878億円）を130兆5,518億円上回り，対前
年度増加率（以下「増加率」という）は9.0％ 

（前年度6.3％）となった。
　業種別の増加率をみると，輸送用機械，生産用
機械，食料品などで増収となったことから，製造
業全体では8.6％（同10.0％）となった。
　一方，非製造業においても，卸売業、小売業，サー
ビス業，建設業などで増収となったことから，非
製造業全体では9.2％（同4.9％）となった。
⑵　経常利益（第１表，第２表）
　全産業の経常利益は95兆2,800億円で，前年度

（83兆9,247億円）を11兆3,553億円上回り，増加率
は13.5％（前年度33.5％）となった。
　業種別の増加率をみると，製造業では，輸送用
機械，生産用機械，業務用機械などで増益となっ
たことから，製造業全体では4.4％（同52.1％）と
なった。
　一方，非製造業においては，電気業，物品賃貸
業，不動産業などで減益となったものの，卸売業、
小売業，運輸業、郵便業，サービス業などで増益
となったことから，非製造業全体では19.5％（同
23.7％）となった。
　また，全産業（金融業、保険業を含む）の経常
利益は107兆7,229億円となり，金融業、保険業の

経常利益は12兆4,429億円となった。
⑶　売上高利益率（第１図，第２図）
　全産業の売上高営業利益率は4.0％（前年度
3.7％）となり，売上高経常利益率は6.0％（同5.8％）
となった。
　売上高営業利益率を業種別でみると，製造業で
は4.5％（同5.2％）となり，非製造業では3.8％（同
3.2％）となった。
　売上高経常利益率を業種別でみると，製造業で
は7.9％（同8.3％）となり，非製造業では5.3％（同
4.8％）となった。

２．剰余金の配当（第３表）

　全産業の当期純利益は74兆4,219億円で，前年度
（63兆71億円）を11兆4,148億円上回った。
　全産業の配当金は32兆5,691億円で，前年度（29
兆8,649億円）を２兆7,042億円上回った。
　また，全産業（金融業、保険業を含む）の当期
純利益は83兆4,861億円となり，金融業、保険業
の当期純利益は９兆642億円となった。

３．利益剰余金の推移（第４表）

　全産業の利益剰余金は554兆7,777億円で，前年
度（516兆4,750億円）を38兆3,027億円上回った。
　また，全産業（金融業、保険業を含む）の利益
剰余金は627兆5,272億円となり，金融業、保険業
の利益剰余金は72兆7,496億円となった。

４．付加価値等（第３図，第４図）

　全産業の付加価値は317兆9,136億円で，前年度
（300兆25億円）を17兆9,111億円上回った。
　また，全産業の付加価値率は20.1％（前年度
20.7％）となり，全産業の労働生産性は738万円（同
722万円）となった。

５．投 資 の 状 況

⑴　設備投資（第５表，第５図）
　全産業の設備投資額は47兆6,559億円であり，
前年度（45兆6,613億円）を１兆9,946億円上回り，
増加率は4.4％（前年度9.2％）となった。
　業種別の増加率をみると，製造業では，輸送用
機械，はん用機械，石油・石炭などで減少したも
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のの，食料品，情報通信機械，化学などで増加し
たことから，製造業全体では10.8％（同5.6％）と
なった。一方，非製造業では，運輸業、郵便業，
情報通信業，電気業などで減少したものの，不動
産業，卸売業、小売業，サービス業などで増加し
たことから，非製造業全体では1.4％（同10.8％）
となった。
　また，全産業（金融業、保険業を含む）の設備
投資額は50兆931億円となり，金融業、保険業の
設備投資額は２兆4,371億円となった。　
⑵　在庫投資（第６表）
　全産業の在庫投資額は17兆206億円であり，前
年度（９兆5,951億円）に比べ，７兆4,255億円増
加した。
　業種別にみると，製造業では，前年度と比べ，
石油・石炭，鉄鋼などで減少したものの，生産用
機械，電気機械，情報通信機械などで増加したこ
とから，在庫投資額は８兆8,830億円となった。
非製造業では，前年度と比べ，不動産業，卸売業、
小売業，建設業などで増加したことから，在庫投
資額は８兆1,376億円となった。
　全産業の在庫率は9.5％で，前年度（9.2％）を0.3
ポイント上回った。

６．自己資本比率（第７表）

　全産業の自己資本比率は40.8％となり，前年度
（40.5％）を0.3ポイント上回った。
　業種別にみると，製造業，非製造業ともに前年
度を上回った。
　資本金階層別にみると，１億円以上10億円未満
の階層では前年度を下回ったが，他の階層におい
ては前年度を上回った。
　また，全産業（金融業、保険業を含む）の自己
資本比率は19.4％となり，金融業、保険業の自己
資本比率は5.1％となった。

７．資　金　事　情

⑴　資金調達（第８表，第６図の１）
　全産業の資金調達は113兆7,980億円となり，前
年度（114兆1,626億円）を3,646億円下回った。
　項目別にみると，外部調達は，増資及び借入金
において増加したため，調達額は15兆4,619億円
となり，前年度（10兆8,443億円）を４兆6,176億
円上回った。
　一方，内部調達は，減価償却は増加したものの，
内部留保が減少したため，調達額は98兆3,361億
円となり，前年度（103兆3,183億円）を４兆9,822

億円下回った。
⑵　資金運用状況（第８表，第６図の２）
　全産業の資金需要は90兆4,709億円となり，前
年度（79兆7,939億円）を10兆6,770億円上回った。
　項目別にみると，運転資金が７兆4,183億円上
回り，固定資産投資が３兆2,587億円上回ったた
め，資金需要は２年連続で増加した。
　一方，資金運用は23兆3,271億円となり，前年
度（34兆3,687億円）を11兆416億円下回った。
　項目別にみると，現金・預金，有価証券が減少
したため，運用額は２年連続で減少した。
⑶　手元流動性（第７図）
　全産業の手元流動性は19.7％で，前年度（20.4％）
を0.7ポイント下回った。業種別にみると，製造
業は前年度（19.8％）を2.2ポイント下回る17.6％
であり，非製造業（20.6％）は0.1ポイント下回る
20.5％となった。
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第１表　売　上　高，　経　常　利　益　等
（単位：億円，％）

項　目
区　分

売　　上　　高 営　業　利　益 経　常　利　益
増加率 増加率 増加率

全 産 業 15,784,396 9.0 632,650 16.7 952,800 13.5
製 造 業 4,363,420 8.6 195,744 △5.6 346,506 4.4

食 料 品 454,120 9.1 8,991 △25.7 16,788 △12.8
化 学 462,684 5.1 36,859 △12.8 53,461 △5.1
石 油 ・ 石 炭 149,588 33.6 1,030 △84.1 1,410 △79.9
鉄 鋼 209,864 12.0 9,758 7.5 13,744 9.9
金　　 属　　 製　　 品 194,657 5.6 5,633 △25.0 9,557 △18.1
は ん 用 機 械 76,742 10.0 5,108 5.4 6,874 7.3
生 産 用 機 械 298,023 16.7 21,016 36.7 32,806 37.2
業 務 用 機 械 143,423 8.6 10,837 27.9 19,263 23.5
電 気 機 械 299,844 1.2 18,076 △5.6 32,131 3.8
情 報 通 信 機 械 350,749 2.6 20,598 △21.2 28,381 △19.0
輸 送 用 機 械 833,987 11.6 28,115 35.2 76,927 43.0

非 製 造 業 11,420,977 9.2 436,906 30.5 606,293 19.5
建 設 業 1,498,278 9.6 60,509 14.2 78,051 12.5
卸 売 業、 小 売 業 5,397,646 8.7 110,827 20.9 183,059 23.1
不 動 産 業 462,682 △4.8 46,592 △13.2 59,392 △2.0
物 品 賃 貸 業 177,388 2.0 2,585 △44.9 2,026 △55.3
情 報 通 信 業 826,023 3.3 78,605 14.5 93,111 14.1
運 輸 業、 郵 便 業 711,177 7.8 19,597 ＊ 39,024 217.6
電 気 業 411,587 44.3 △7,178 ＊ △5,771 △286.0
サ ー ビ ス 業 1,758,325 10.5 116,441 95.8 141,630 20.8

（注）　１．全産業及び非製造業には金融業、保険業は含まれていない。
　　　２．平成21年度年次別調査から，日本郵政㈱，郵便事業㈱，郵便局㈱を含んだ計数となっている。
　　　　　なお，平成24年10月１日付で郵便事業㈱と郵便局㈱が合併し，日本郵便㈱となっている。
　　　３．＊印は前年度の数値が負数のため算出できないものである。

第２表　経　常　利　益　の　推　移
（単位：億円，％）

年　度
区　分

平成30 令和元 ２ ３ ４
増加率 増加率 増加率 増加率 増加率

全 産 業 839,177 0.4 714,385 △14.9 628,538 △12.0 839,247 33.5 952,800 13.5
製 造 業 273,468 △3.4 226,905 △17.0 218,304 △3.8 331,940 52.1 346,506 4.4
非 製 造 業 565,709 2.4 487,480 △13.8 410,234 △15.8 507,307 23.7 606,293 19.5

全産業（金融業、保険業を含む） 952,295 △1.1 811,910 △14.7 733,699 △9.6 964,190 31.4 1,077,229 11.7
金 融 業 、 保 険 業 113,118 △11.1 97,525 △13.8 105,161 7.8 124,943 18.8 124,429 △0.4

銀 行 業 47,476 △17.3 43,484 △8.4 39,416 △9.4 49,219 24.9 56,828 15.5
貸 金 業 等 11,860 11.0 11,794 △0.6 8,164 △30.8 13,284 62.7 14,751 11.0
金 融 商 品 取 引 業 3,982 △44.1 4,023 1.0 7,524 87.0 6,592 △12.4 4,552 △30.9
そ の 他 の 金 商 11,144 △26.1 8,341 △25.2 9,705 16.4 12,241 26.1 11,509 △6.0
保 険 業（集約） 35,910 3.6 27,373 △23.8 38,121 39.3 40,795 7.0 33,532 △17.8

生 命 保 険 業 27,135 2.6 20,852 △23.2 31,942 53.2 31,727 △0.7 25,730 △18.9
損 害 保 険 業 8,775 7.0 6,521 △25.7 6,179 △5.3 9,068 46.8 7,802 △14.0

そ の 他 の 保 険 業 2,746 20.8 2,509 △8.6 2,231 △11.1 2,811 26.0 3,259 15.9
（注）　１．全産業及び非製造業には金融業、保険業は含まれていない。
　　　２．平成21年度調査から，日本郵政グループ及び㈱商工組合中央金庫を含んだ計数となっている。
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第４表　利　益　剰　余　金　の　推　移
（単位：億円，％）

年　度
区　分

平成30 令和元 ２ ３ ４
増加率 増加率 増加率 増加率 増加率

全 産 業 4,631,308 3.7 4,750,161 2.6 4,843,648 2.0 5,164,750 6.6 5,547,777 7.4
製 造 業 1,636,012 6.7 1,629,354 △0.4 1,678,193 3.0 1,861,465 10.9 2,006,321 7.8
非 製 造 業 2,995,296 2.2 3,120,806 4.2 3,165,455 1.4 3,303,285 4.4 3,541,456 7.2

全産業（金融業、保険業を含む） 5,260,166 3.7 5,385,772 2.4 5,507,192 2.3 5,850,535 6.2 6,275,272 7.3
金 融 業、 保 険 業 628,859 3.2 635,612 1.1 663,544 4.4 685,785 3.4 727,496 6.1

（注）全産業及び非製造業には金融業、保険業は含まれていない。

第３表　剰　余　金　の　配　当　の　推　移（全産業）
（単位：億円，％）

年　度
区　分

平成30 令和元 ２ ３ ４
構成比 構成比 構成比 構成比 構成比

全 　 産 　 業
当 期 純 利 益 620,300 100.0 449,630 100.0 385,357 100.0 630,071 100.0 744,219 100.0

配 当 金 262,068 42.2 243,951 54.3 262,437 68.1 298,649 47.4 325,691 43.8

全産業（金融業、保険業を含む）
当 期 純 利 益 693,592 100.0 506,274 100.0 457,048 100.0 715,818 100.0 834,861 100.0

配 当 金 309,965 44.7 284,126 56.1 312,043 68.3 355,715 49.7 381,766 45.7

金 融 業、 保 険 業
当 期 純 利 益 73,292 100.0 56,645 100.0 71,692 100.0 85,747 100.0 90,642 100.0

配 当 金 47,896 65.3 40,175 70.9 49,606 69.2 57,066 66.6 56,075 61.9
（注）　１．当期純利益＝経常利益＋特別利益－特別損失－法人税，住民税及び事業税－法人税等調整額
　　　２．平成21年度調査から，日本郵政グループ及び㈱商工組合中央金庫を含んだ計数となっている。

9.6

3.5

5.3

4.0

全産業

製造業

非製造業
売上高営業利益率

（全産業）

4.8
5.2 5.4 5.5

4.8 4.6

5.85.9 6.1
7.0 6.6

5.7 6.0

8.3 7.9

4.3 4.8
4.9

5.0
4.5 4.1

4.8

3.7 4.0 4.4 4.4
3.7

3.1
3.7

0

1

2

3

4

5

6

7

8

9

平成27 28 29 30 令和元 2 3 4

（％）

（年度）

10億円以上

１億円以上10億円未満

1,000万円未満
1,000万円以上１億円未満

3.9 4.2 4.5 4.6
4.0 3.9

5.0

2.9

5.0

7.4
7.9 8.1 8.2

7.4 7.2

9.1

2.0
2.6 2.6 2.7

2.2 2.3 2.0 

3.1 
3.5 3.8 3.6

3.1
2.7

3.6

0

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

平成27 28 29 30 令和元 2 3 4

（％）

（年度）

6.0

第１図　売上高経常利益率等の推移（業種別） 第２図　売上高経常利益率の推移（全産業：資本金階層別）

23-08-451_859_006-015（三校）調査結果の概要.indd   923-08-451_859_006-015（三校）調査結果の概要.indd   9 2024/02/05   9:57:152024/02/05   9:57:15



10　　　

20.1

318

67.5

17.6

9.2

3.4

2.3

0

20

40

60

80

100

120

140

160

180

200

220

240

260

280

300

320

平成29

人件費

支払利息等

動産・不動産
賃借料

租税公課

営業純益

（単位：兆円 , ％）（兆円）

30 令和元 2 3 4（年度）

300

68.9

15.8

9.6

3.4

2.3

312

66.2

8.9

3.3

19.6

2.0

314

66.3

8.7

3.4

19.5

2.1

295

68.6

9.0

3.6

16.8

1.9

273

71.5

9.6

3.7

13.0

2.2

（注） １． 付加価値率＝付加価値額売上高 ×１００

２． 従業員１人当たり付加価値額（労働生産性）＝付加価値額従業員数
３． 労働装備率

＝有形固定資産（建設仮勘定を除く）（期首・期末平均）従業員数

（年度）

19

22

400

500

600

700

800

900

1000

1100

1200

平成29 30 令和元 2 3 4

（万円）

付加価値率

労働装備率

労働生産性

（％）

722
739 730

715
688

1,146

1,116
1,055 1,066

1,107
1,155

20.720.2 20.5
19.9 20.1

738

第３図　付加価値の推移（全産業：構成比） 第４図　付加価値関連比率の推移（全産業）

23-08-451_859_006-015（三校）調査結果の概要.indd   1023-08-451_859_006-015（三校）調査結果の概要.indd   10 2024/02/05   9:57:152024/02/05   9:57:15



　 　　11

第５表　設　備　投　資　の　推　移
（単位：億円，％）

年　度
区　分

平成30 令和元 ２ ３ ４
増加率 増加率 増加率 増加率 増加率

全 産 業 491,277 8.1 440,394 △10.4 418,314 △5.0 456,613 9.2 476,559 4.4
（487,356） （7.5）（431,978）（△11.4）（409,785）（△5.1）（447,705） （9.3）（466,498） （4.2）

製 造 業 160,947 6.5 153,542 △4.6 135,413 △11.8 143,037 5.6 158,543 10.8
（159,979） （6.2）（151,726）（△5.2）（133,788）（△11.8）（139,723） （4.4）（154,434） （10.5）

食 料 品 16,570 0.4 15,149 △8.6 11,839 △21.9 10,573 △10.7 14,426 36.4
化 学 19,298 12.3 21,821 13.1 18,931 △13.2 19,629 3.7 22,322 13.7
石 油 ・ 石 炭 2,479 87.8 2,748 10.9 1,889 △31.3 1,649 △12.7 1,493 △9.5
鉄 鋼 10,722 17.3 3,983 △62.9 9,901 148.6 8,252 △16.7 8,393 1.7
金　　 属　　 製　　 品 7,929 △4.9 8,133 2.6 5,718 △29.7 6,251 9.3 6,848 9.5
は ん 用 機 械 2,459 3.4 2,721 10.6 1,901 △30.1 2,691 41.6 2,303 △14.4
生 産 用 機 械 8,808 26.9 8,788 △0.2 5,087 △42.1 8,545 68.0 9,627 12.7
業 務 用 機 械 5,201 31.9 4,728 △9.1 3,659 △22.6 3,554 △2.9 5,098 43.5
電 気 機 械 11,545 △12.2 11,598 0.5 8,170 △29.6 7,560 △7.5 9,834 30.1
情 報 通 信 機 械 19,202 18.1 17,146 △10.7 15,052 △12.2 17,714 17.7 21,085 19.0
輸 送 用 機 械 28,891 10.7 28,403 △1.7 25,313 △10.9 25,825 2.0 23,733 △8.1

非 製 造 業 330,329 8.9 286,852 △13.2 282,901 △1.4 313,576 10.8 318,016 1.4
（327,377） （8.1）（280,251）（△14.4）（275,996）（△1.5）（307,982） （11.6）（312,064） （1.3）

建 設 業 26,707 △1.7 23,733 △11.1 24,845 4.7 25,858 4.1 26,370 2.0
卸 売 業、 小 売 業 50,549 △13.9 55,704 10.2 52,026 △6.6 56,153 7.9 59,289 5.6
不 動 産 業 52,563 62.3 40,619 △22.7 36,694 △9.7 37,970 3.5 46,844 23.4
物 品 賃 貸 業 19,096 4.8 17,943 △6.0 16,608 △7.4 17,984 8.3 18,843 4.8
情 報 通 信 業 40,868 15.7 34,153 △16.4 46,215 35.3 48,669 5.3 43,741 △10.1
運 輸 業、 郵 便 業 58,072 24.9 49,313 △15.1 41,083 △16.7 42,318 3.0 33,659 △20.5
電 気 業 27,609 17.1 20,520 △25.7 19,409 △5.4 26,851 38.3 25,674 △4.4
サ ー ビ ス 業 45,024 △10.7 35,933 △20.2 38,232 6.4 49,315 29.0 52,112 5.7

全産業（金融業、保険業を含む） 509,118 7.3 464,698 △8.7 441,840 △4.9 476,786 7.9 500,931 5.1
（505,580） （7.0）（451,369）（△10.7）（430,705）（△4.6）（468,011） （8.7）（488,351） （4.3）

金 融 業、 保 険 業 17,841 △11.7 24,304 36.2 23,526 △3.2 20,173 △14.3 24,371 20.8
（18,224）（△3.4） （19,392） （6.4） （20,920） （7.9） （20,306）（△2.9） （21,853） （7.6）

銀 行 業 9,038 △3.8 11,463 26.8 10,378 △9.5 7,472 △28.0 10,274 37.5
貸 金 業 等 1,196 △67.3 3,505 193.1 2,861 △18.4 3,593 25.6 4,979 38.6
金 融 商 品 取 引 業 1,149 2.7 1,235 7.5 1,686 36.5 1,312 △22.2 1,111 △15.3
そ の 他 の 金 商 916 47.0 1,441 57.2 1,225 △15.0 1,557 27.1 1,234 △20.7
保 険 業（集約） 4,931 5.5 5,966 21.0 6,473 8.5 5,439 △16.0 5,775 6.2
生 命 保 険 業 3,920 6.7 4,349 10.9 3,621 △16.7 3,786 4.6 4,138 9.3
損 害 保 険 業 1,011 1.2 1,617 60.0 2,852 76.3 1,653 △42.0 1,637 △1.0
そ の 他 の 保 険 業 612 △16.8 695 13.6 903 30.0 801 △11.4 998 24.7

（注）　１．設備投資＝調査対象年度中の有形固定資産（土地を除く）増減額＋ソフトウェア増減額＋減価償却費＋特別減価償却費
　　　２．（　）は，ソフトウェア増減額を除いたものである。
　　　３．平成21年度調査から，日本郵政グループ及び㈱商工組合中央金庫を含んだ計数となっている。
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第６表　在　庫　投　資　の　推　移
（単位：億円，％）

年　度
区　分 平成30 令和元 ２ ３ ４

全 産 業 46,533 20,140 △651 95,951 170,206

製 品 ・ 商 品 26,250 19,419 △6,815 38,445 84,095

仕 掛 品 9,055 5,391 △557 14,610 35,718

原 材 料 ・ 貯 蔵 品 11,228 △4,671 6,721 42,896 50,393

製 造 業 28,789 2,915 △1,168 66,460 88,830

石 油 ・ 石 炭 1,233 △1,076 1,109 6,587 2,142

鉄 鋼 2,627 490 △2,354 9,946 6,181

は ん 用 機 械 898 176 △873 653 1,619

生 産 用 機 械 2,938 △347 △1,934 3,734 8,476

業 務 用 機 械 1,387 781 372 918 3,622

電 気 機 械 1,238 665 △1,566 4,282 8,650

情 報 通 信 機 械 3,584 △86 498 6,502 10,386

非 製 造 業 17,744 17,225 517 29,491 81,376

建 設 業 3,511 5,193 △809 205 8,563

卸 売 業、 小 売 業 9,687 △5,163 △9,764 19,918 37,862

不 動 産 業 7,583 12,757 2,918 1,353 21,612

在 庫 率 8.1 8.1 8.8 9.2 9.5 

（注）　１．在庫投資＝調査対象年度中の棚卸資産増減額
　　　２．在庫率＝（棚卸資産（期末）/ 売上高）×100
　　　３．全産業及び非製造業には金融業、保険業は含まれていない。
　　　４ ．平成21年度年次別調査から，日本郵政㈱，郵便事業㈱，郵便局㈱を含んだ計数となっている。なお，平成24年10月１日付で郵便事業㈱と郵便局㈱

が合併し，日本郵便㈱となっている。

第５図　設備投資（対前年度増加率）
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第７表　自　己　資　本　比　率　の　推　移
（単位：％）

　　　　　年　度
区　分 平成30 令和元 ２ ３ ４

全 産 業 42.0 42.1 40.7 40.5 40.8
製 造 業 49.9 49.0 48.8 49.4 49.8
非 製 造 業 39.1 39.6 37.7 37.3 37.6

資 本 金
10 億 円 以 上 45.5 44.8 43.1 42.8 42.8
1 億 円 以 上 10 億 円 未 満 42.0 42.7 42.2 43.1 42.7
1,000 万 円 以 上 1 億 円 未 満 41.2 42.8 41.4 41.0 41.4
1,000 万 円 未 満 19.3 17.1 17.9 16.8 19.6

（単位：％）
年　度

区　分 平成30 令和元 ２ ３ ４

全 産 業（ 金 融 業、 保 険 業 を 含 む ） 20.7 20.1 19.4 19.2 19.4
金 融 業、 保 険 業  6.1  5.6  5.8  5.4  5.1

全 産 業（ 金 融 業、 保 険 業 を 含 む ）
資 本 金

10 億 円 以 上 16.4 15.7 15.3 15.0 14.9
1 億 円 以 上 10 億 円 未 満 35.9 36.3 35.8 36.7 36.4
1,000 万 円 以 上 1 億 円 未 満 40.5 42.5 40.5 40.1 41.3
1,000 万 円 未 満 18.9 16.7 16.5 15.2 18.7

金 融 業、 保 険 業
資 本 金

10 億 円 以 上  5.8  5.3  5.5  5.0  4.7
1 億 円 以 上 10 億 円 未 満 11.7 11.6 12.6 12.4 12.1
1,000 万 円 以 上 1 億 円 未 満 26.9 32.2 20.5 20.3 38.3
1,000 万 円 未 満 13.4 10.8  8.2  7.2 13.0

（注）　１．自己資本比率＝｛（純資産－新株予約権）/総資本｝×100
　　　２．平成21年度調査から，日本郵政グループ及び㈱商工組合中央金庫を含んだ計数となっている。
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第８表　資　金　需　給　状　況（全産業）
（単位：億円，％）

年　度
区　分

令和元 ２ ３ ４
増加率 増加率 増加率 増加率

資
　
金
　
調
　
達

外 部 調 達 256,396 47.7 581,251 126.7 108,443 △81.3 154,619 42.6
増  資 △38,130 △346.6 △59,603 ＊ △106,260 ＊ △91,183 ＊
社  債 94,906 67.4 142,912 50.6 86,539 △39.4 64,012 △26.0
借 入 金 199,620 96.7 497,942 149.4 128,164 △74.3 181,790 41.8

長  期 106,398 62.7 358,987 237.4 93,480 △74.0 80,215 △14.2
短  期 93,222 158.3 138,956 49.1 34,684 △75.0 101,575 192.9

内 部 調 達 628,552 △16.8 808,360 28.6 1,033,183 27.8 983,361 △4.8
内 部 留 保 238,855 △36.4 420,541 76.1 619,850 47.4 560,833 △9.5
減 価 償 却 389,697 2.4 387,819 △0.5 413,333 6.6 422,528 2.2

調 達 計 884,948 △4.8 1,389,611 57.0 1,141,626 △17.8 1,137,980 △0.3

資
　
金
　
運
　
用
　
状
　
況

資
　
金
　
需
　
要

固 定 資 産 投 資 487,712 △7.3 440,188 △9.7 503,733 14.4 536,320 6.5
設 備 投 資 440,394 △10.4 418,314 △5.0 456,613 9.2 476,559 4.4

（431,978） （△11.4） （409,785） （△5.1） （447,705） （9.3） （466,498） （4.2）
土 地 39,936 14.2 26,861 △32.7 37,960 41.3 46,519 22.5
無 形 固 定 資 産 7,382 ＊ △4,987 △167.6 9,160 ＊ 13,242 44.6

運 転 資 金 112,282 43.5 125,626 11.9 294,206 134.2 368,389 25.2
在 庫 投 資 20,140 △56.7 △651 △103.2 95,951 ＊ 170,206 77.4
企業間信用差額 10,404 △75.0 15,642 50.3 19,908 27.3 38,602 93.9
そ の 他 81,738 ＊ 110,635 35.4 178,347 61.2 159,580 △10.5

資 金 需 要 計 599,994 △0.7 565,815 △5.7 797,939 41.0 904,709 13.4

資
　
金
　
運
　
用

現 金 ・ 預 金 73,869 0.1 361,770 389.7 117,137 △67.6 35,360 △69.8
有 価 証 券 94,784 △19.9 293,459 209.6 119,810 △59.2 50,466 △57.9

流動（一時保有） △25,090 △2,497.0 32,529 ＊ △11,732 △136.1 △17,557 ＊
固 定（投 資） 119,873 2.2 260,931 117.7 131,541 △49.6 68,023 △48.3

そ の 他 の 投 資 116,302 △12.5 168,567 44.9 106,740 △36.7 147,445 38.1
資 金 運 用 計 284,954 △12.3 823,796 189.1 343,687 △58.3 233,271 △32.1

（注）　１．増資は資本金，資本準備金及び新株予約権の調査対象年度中の増減額である。   
　　　２．短期借入金は受取手形割引残高を含む。   
　　　３ ．内部留保は利益留保，引当金，特別法上の準備金，その他の負債（未払金等）の調査対象年度中の増減額の合計である。利益留保はその他資本剰余金，

利益剰余金，その他（土地の再評価差額金，金融商品に係る時価評価差額金等），自己株式の調査対象年度中の増減額。 
　　　４ ．設備投資は有形固定資産（土地を除く）増減額とソフトウェア増減額，減価償却費の合計である。なお，（　　）書きは，ソフトウェア増減額を

除いたものである。無形固定資産には，ソフトウェアが含まれていない。
　　　５．企業間信用差額（与信超）＝（受取手形＋売掛金＋受取手形割引残高）－（支払手形＋買掛金）。ただし，値が負の場合（受信超）は内部留保に含む。
　　　６．運転資金の「その他」＝その他の流動資産（短期貸付金等）＋繰延資産
　　　７ ．その他の投資は長期貸付金，投資不動産等をいう。
　　　８ ．平成21年度年次別調査から，日本郵政㈱，郵便事業㈱，郵便局㈱を含んだ計数となっている。なお，平成24年10月１日付で郵便事業㈱と郵便局

㈱が合併し，日本郵便㈱となっている。
　　　９．＊印は前年度の数値が負数のため算出できないものである。
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第６図の２　資金運用状況の推移（全産業：構成比）
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		タグ付きマルチメディア		合格		すべてのマルチメディアオブジェクトがタグ付けされている


		画面のちらつき		合格		ページで画面のちらつきが発生しない


		スクリプト		合格		アクセシブルではないスクリプトなし


		時間制限のある応答		合格		ページが時間制限のある応答を必要としない


		ナビゲーションリンク		合格		ナビゲーションリンクが繰り返し使用されていない


		フォーム




		ルール名		ステータス		説明


		タグ付きフォームフィールド		合格		すべてのフォームフィールドがタグ付けされている


		フィールドの説明		合格		すべてのフォームフィールドに説明がある


		代替テキスト




		ルール名		ステータス		説明


		図の代替テキスト		不合格		図に代替テキストが必要


		ネストされた代替テキスト		合格		読み上げられない代替テキスト


		コンテンツに関連付けられている		合格		代替テキストはいくつかのコンテンツに関連付けられている必要がある


		注釈を隠している		合格		代替テキストが注釈を隠していない


		その他の要素の代替テキスト		合格		代替テキストが必要なその他の要素


		テーブル




		ルール名		ステータス		説明


		行		合格		TR が Table、THead、TBody または TFoot の子である必要がある


		TH と TD		合格		TH と TD が TR の子である必要がある


		ヘッダー		不合格		テーブルにヘッダーが必要


		規則性		合格		テーブル内の各行の列数と各列の行数が同じである必要がある


		概要		スキップ		テーブルに概要が必要


		箇条書き




		ルール名		ステータス		説明


		箇条書き項目		合格		LI は L の子である必要がある


		Lbl と LBody		合格		Lbl と LBody は LI の子である必要がある


		見出し




		ルール名		ステータス		説明


		適切なネスト		合格		適切なネスト







先頭に戻る
